
 

 

結果概要 【２０２４年１２月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２５年 4 月 2 日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電力量は７４６．４億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が５２．０

億 kWh(７．０％)、火力が５８３．３億 kWh(７８．２％)(燃料種別：石炭２５０．８

億 kWh(３３．６％)、ＬＮＧ ２６５．４億 kWh(３５．６％)、石油 ８．７億

kWh(１．２％)ほか)、新エネルギー等※が６１．８億 kWh(８．３％)、原子力が８１．１

億 kWh(１０．９％)などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７９．４億 kWh(１０．６％)で、次いで神奈

川県が５７．７億 kWh(７．７％)、愛知県が５２．４億 kWh(７．０％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(1) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、６８

４．０億 kWh で、対前年同月比１．２％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の需要実績※３は６５０．６億 kWh(内訳：特別高圧１７３．１億

kWh、高圧２３１．３億 kWh、低圧２４４．０億 kWh(電灯２２０．２億 kWh、電力２

３．８億 kWh)ほか）で、対前年同月比１．１％減となった。 

(3) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は７８．２億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は１６８．０億 kWh となり、その他需要の占める割合は６８．２％であっ

た。 

(4) 新電力※７の需要実績は１２９．９億 kWh(内訳：特別高圧１６．９億 kWh、高圧５２．

６億 kWh、低圧６０．４億 kWh(電灯５６．５億 kWh、電力３．９億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は２０．０％となった(特別高圧に占める割合：９．８％、高圧に占める割

合：２２．７％、低圧に占める割合：２４．８％)。 

(5) 報告のあった小売電気事業者７０６者のうち、需要実績のある事業者数は４９４者(特別高

圧：１４７者、高圧：４２１者、低圧：４０７者)※８であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５９．８億 kWh(９．２％)で、次いで愛知県

が４３．４億 kWh(６．７％)、大阪府が４０．５億 kWh(６．２％)であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １６２８者 

 

注）２０２５年４月２日公表時点の内容 

 



 

※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年 10 月 2024 年 11 月 2024 年 12 月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

364.8 億 

kWh 
83.8% 

330.5 億 

kWh 
83.7% 

334.5 億 

kWh 
82.7% 

新電力 
69.9 億 

kWh 
16.1% 

63.9 億 

kWh 
16.2% 

69.5 億 

kWh 
17.2% 

合 計 
435.3 億 

kWh 
 

394.9 億 

kWh 
 

404.5 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

164.9 億 

kWh 
74.3% 

154.3 億 

kWh 
75.8% 

183.6 億 

kWh 
75.2% 

新電力 
57.1 億 

kWh 
25.7% 

49.4 億 

kWh 
24.2% 

60.4 億 

kWh 
24.8% 

合 計 
222.0 億 

kWh 
 

203.7 億 

kWh 
 

244.0 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２０２５年４月下旬に２０２５年１月分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 



 

 

結果概要 【２０２４年１１月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２５年３月７日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(3) 電気事業者の発電電力量は６２５．２億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が５４．７

億 kWh(８．７％)、火力が４７５．３億 kWh(７６．０％)(燃料種別：石炭２０９．３

億 kWh(３３．５％)、ＬＮＧ ２０９．２億 kWh(３３．５％)、石油 ５．５億

kWh(０．９％)ほか)、新エネルギー等※が５４．１億 kWh(８．７％)、原子力が６８．６

億 kWh(１１．０％)などとなった。 

(4) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く６１．４億 kWh(９．８％)で、次いで神奈川

県が５３．３億 kWh(８．５％)、福井県が４５．９億 kWh(７．３％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(7) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、６３

１．５億 kWh で、対前年同月比１．６％増となった。 

(8) このうち、電気事業者の需要実績※３は６０１．０億 kWh(内訳：特別高圧１７５．２億

kWh、高圧２１９．７億 kWh、低圧２０３．７億 kWh(電灯１８１．８億 kWh、電力２

２．０億 kWh)ほか）で、対前年同月比１．１％増となった。 

(9) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は７０．１億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は１３５．８億 kWh となり、その他需要の占める割合は６５．９％であっ

た。 

(10) 新電力※７の需要実績は１１３．３億 kWh(内訳：特別高圧１７．２億 kWh、高圧４６．

７億 kWh、低圧４９．４億 kWh(電灯４５．９億 kWh、電力３．５億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は１８．８％となった(特別高圧に占める割合：９．８％、高圧に占める割

合：２１．２％、低圧に占める割合：２４．２％)。 

(11) 報告のあった小売電気事業者７０４者のうち、需要実績のある事業者数は４９９者(特別高

圧：１４３者、高圧：４２４者、低圧：４１１者)※８であった。 

(12) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５３．９億 kWh(９．０％)で、次いで愛知県

が４２．０億 kWh(７．０％)、大阪府が３８．７億 kWh(６．４％)であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １６１５者 

 

注）２０２５年３月７日公表時点の内容 

 



 

※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年９月 2024 年１０月 2024 年１１月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

395.2 億 

kWh 
83.4% 

364.8 億 

kWh 
83.8% 

330.5 億 

kWh 
83.7% 

新電力 
78.0 億 

kWh 
16.5% 

69.9 億 

kWh 
16.1% 

63.9 億 

kWh 
16.2% 

合 計 
473.8 億 

kWh 
 

435.3 億 

kWh 
 

394.9 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

207.3 億 

kWh 
73.2% 

164.9 億 

kWh 
74.3% 

154.3 億 

kWh 
75.8% 

新電力 
76.0 億 

kWh 
26.8% 

57.1 億 

kWh 
25.7% 

49.4 億 

kWh 
24.2% 

合 計 
283.3 億 

kWh 
 

222.0 億 

kWh 
 

203.7 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２０２５年３月下旬に２０２４年１２月分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 



 

 

結果概要 【２０２４年１０月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２５年１月２８日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(5) 電気事業者の発電電力量は６４４．３億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が５７．６

億 kWh(８．９％)、火力が４８８．７億 kWh(７５．９％)(燃料種別：石炭２１４．２

億 kWh(３３．２％)、ＬＮＧ ２１２．７億 kWh(３３．０％)、石油 ５．３億

kWh(０．８％)ほか)、新エネルギー等※が６０．０億 kWh(９．３％)、原子力が７１．６

億 kWh(１１．１％)などとなった。 

(6) 都道府県別の発電電力量は、神奈川県が最も多く６５．０億 kWh(１０．１％)で、次いで千

葉県が５３．９億 kWh(８．４％)、福井県が５３．０億 kWh(８．２％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(13) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、６９

２．８億 kWh で、対前年同月比３．４％増となった。 

(14) このうち、電気事業者の需要実績※３は６６０．０億 kWh(内訳：特別高圧１８９．２億

kWh、高圧２４６．１億 kWh、低圧２２２．０億 kWh(電灯１９４．７億 kWh、電力２

７．３億 kWh)ほか）で、対前年同月比３．４％増となった。 

(15) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は７８．７億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は１４５．６億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．９％であっ

た。 

(16) 新電力※７の需要実績は１２７．１億 kWh(内訳：特別高圧１８．９億 kWh、高圧５１．

０億 kWh、低圧５７．１億 kWh(電灯５２．１億 kWh、電力５．０億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は１９．３％となった(特別高圧に占める割合：１６．１％、高圧に占める

割合：２０．７％、低圧に占める割合：２５．７％)。 

(17) 報告のあった小売電気事業者７０２者のうち、需要実績のある事業者数は５００者(特別高

圧：１４７者、高圧：４２５者、低圧：４１２者)※８であった。 

(18) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く６１．０億 kWh(９．２％)で、次いで愛知県

が４７．５億 kWh(７．２％)、大阪府が４４．７億 kWh(６．８％)であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １６０１者 

 

注）２０２５年１月２８日公表時点の内容 

 



 

※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年８月 2024 年９月 2024 年１０月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

401.3 億 

kWh 
83.1% 

395.2 億 

kWh 
83.4% 

364.8 億 

kWh 
83.8% 

新電力 
81.2 億 

kWh 
16.8% 

78.0 億 

kWh 
16.5% 

69.9 億 

kWh 
16.1% 

合 計 
483.0 億 

kWh 
 

473.8 億 

kWh 
 

435.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

228.5 億 

kWh 
73.1% 

207.3 億 

kWh 
73.2% 

164.9 億 

kWh 
74.3% 

新電力 
84.0 億 

kWh 
26.9% 

76.0 億 

kWh 
26.8% 

57.1 億 

kWh 
25.7% 

合 計 
312.5 億 

kWh 
 

283.3 億 

kWh 
 

222.0 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２０２５年２月下旬に２０２４年１１月分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 



 

 

結果概要 【２０２４年９月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２４年１２月２４日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(7) 電気事業者の発電電力量は７３２．４億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が６７．６

億 kWh(９．２％)、火力が５６２．２億 kWh(７６．８％)(燃料種別：石炭２４７．２

億 kWh(３３．８％)、ＬＮＧ ２５５．２億 kWh(３４．８％)、石油 ６．９億

kWh(０．９％)ほか)、新エネルギー等※が５９．５億 kWh(８．１％)、原子力が７２．１

億 kWh(９．８％)などとなった。 

(8) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く６９．６億 kWh(９．５％)で、次いで神奈川

県が６４．５億 kWh(８．８％)、福島県が５５．０億 kWh(７．５％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(19) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、７９

３．８億 kWh で、対前年同月比０．０％となった。 

(20) このうち、電気事業者の需要実績※３は７６０．５億 kWh(内訳：特別高圧１９６．７億

kWh、高圧２７７．１億 kWh、低圧２８３．３億 kWh(電灯２４８．５億 kWh、電力３

４．９億 kWh)ほか）で、対前年同月比０．２％増となった。 

(21) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は１００．４億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は１８５．２億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．９％であっ

た。 

(22) 新電力※７の需要実績は１５４．３億 kWh(内訳：特別高圧１９．５億 kWh、高圧５８．

５億 kWh、低圧７６．０億 kWh(電灯６９．２億 kWh、電力６．９億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は２０．３％となった(特別高圧に占める割合：９．９％、高圧に占める割

合：２１．１％、低圧に占める割合：２６．８％)。 

(23) 報告のあった小売電気事業者６８４者のうち、需要実績のある事業者数は４９３者(特別高

圧：１４３者、高圧：４１９者、低圧：４０６者)※８であった。 

(24) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く７５．５億 kWh(９．９％)で、次いで愛知県

が５４．３億 kWh(７．１％)、大阪府が５２．９億 kWh(７．０％)であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １５８１者 

 

注）２０２４年１２月２４日公表時点の内容 

 



 

※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年７月 2024 年８月 2024 年９月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

393.8 億 

kWh 
83.2% 

401.3 億 

kWh 
83.1% 

395.2 億 

kWh 
83.4% 

新電力 
78.9 億 

kWh 
16.7% 

81.2 億 

kWh 
16.8% 

78.0 億 

kWh 
16.5% 

合 計 
473.3 億 

kWh 
 

483.0 億 

kWh 
 

473.8 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

164.7 億 

kWh 
73.5% 

228.5 億 

kWh 
73.1% 

207.3 億 

kWh 
73.2% 

新電力 
59.2 億 

kWh 
26.5% 

84.0 億 

kWh 
26.9% 

76.0 億 

kWh 
26.8% 

合 計 
223.9 億 

kWh 
 

312.5 億 

kWh 
 

283.3 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２０２５年１月下旬に２０２４年１０月分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 



 

 

結果概要 【２０２４年８月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２４年１２月５日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(9) 電気事業者の発電電力量は７９７．０億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が６９．４

億 kWh(８．７％)、火力が６２８．６億 kWh(７８．９％)(燃料種別：石炭２８０．９

億 kWh(３５．２％)、ＬＮＧ ２８３．３億 kWh(３５．５％)、石油 ８．７億

kWh(１．１％)ほか)、新エネルギー等※が６２．２億 kWh(７．８％)、原子力が６５．８

億 kWh(８．３％)などとなった。 

(10) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７７．７億 kWh(９．７％)で、次いで神奈川

県が６７．５億 kWh(８．５％)、福島県が６０．０億 kWh(７．５％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(25) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、８３

３．９億 kWh で、対前年同月比２．２％増となった。 

(26) このうち、電気事業者の需要実績※３は７９９．０億 kWh(内訳：特別高圧１９６．０億

kWh、高圧２８７．１億 kWh、低圧３１２．５億 kWh(電灯２７３．６億 kWh、電力３

８．９億 kWh)ほか）で、対前年同月比２．６％増となった。 

(27) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は１１１．７億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は２０３．１億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．５％であっ

た。 

(28) 新電力※７の需要実績は１６５．２億 kWh(内訳：特別高圧１９．７億 kWh、高圧６１．

５億 kWh、低圧８４．０億 kWh(電灯７６．４億 kWh、電力７．６億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は２０．７％となった(特別高圧に占める割合：１０．１％、高圧に占める

割合：２１．４％、低圧に占める割合：２６．９％)。 

(29) 報告のあった小売電気事業者６５９者のうち、需要実績のある事業者数は４８１者(特別高

圧：１４２者、高圧：４０９者、低圧：３９８者)※８であった。 

(30) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く８０．９億 kWh(１０．１％)で、次いで大阪

府が５７．３億 kWh(７．２％)、愛知県が５５．４億 kWh(６．９％)であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １５５１者 

 

注）２０２４年１２月５日公表時点の内容 

 



 

※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年６月 2024 年７月 2024 年８月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

348.0 億 

kWh 
84.4% 

393.8 億 

kWh 
83.2% 

401.3 億 

kWh 
83.1% 

新電力 
64.0 億 

kWh 
15.5% 

78.9 億 

kWh 
16.7% 

81.2 億 

kWh 
16.8% 

合 計 
412.6 億 

kWh 
 

473.3 億 

kWh 
 

483.0 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

139.5 億 

kWh 
75.4% 

164.7 億 

kWh 
73.5% 

228.5 億 

kWh 
73.1% 

新電力 
45.5 億 

kWh 
24.6% 

59.2 億 

kWh 
26.5% 

84.0 億 

kWh 
26.9% 

合 計 
185.0 億 

kWh 
 

223.9 億 

kWh 
 

312.5 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２０２４年１２月下旬に２０２４年９月分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 



 

 

結果概要 【２０２４年７月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２４年１１月１５日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(11) 電気事業者の発電電力量は７９２．７億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が９７．３

億 kWh(１２．３％)、火力が５９２．３億 kWh(７４．７％)(燃料種別：石炭２５８．

５億 kWh(３２．６％)、ＬＮＧ ２７０．６億 kWh(３４．１％)、石油 ９．３億

kWh(１．２％)ほか)、新エネルギー等※が６２．３億 kWh(７．９％)、原子力が６９．６

億 kWh(８．８％)などとなった。 

(12) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く７９．１億 kWh(１０．０％)で、次いで愛知

県が６３．９億 kWh(８．１％)、神奈川県が６３．５億 kWh(８．０％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(31) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、７３

４．８億 kWh で、対前年同月比０．４％増となった。 

(32) このうち、電気事業者の需要実績※３は７００．２億 kWh(内訳：特別高圧２０６．６億

kWh、高圧２６６．７億 kWh、低圧２２３．９億 kWh(電灯１９５．５億 kWh、電力２

８．４億 kWh)ほか）で、対前年同月比０．８％増となった。 

(33) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は８０．０億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は１４５．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．６％であっ

た。 

(34) 新電力※７の需要実績は１３８．１億 kWh(内訳：特別高圧１９．８億 kWh、高圧５９．

１億 kWh、低圧５９．２億 kWh(電灯５３．９億 kWh、電力５．３億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は１９．７％となった(特別高圧に占める割合：９．６％、高圧に占める割

合：２２．１％、低圧に占める割合：２６．５％)。 

(35) 報告のあった小売電気事業者６７２者のうち、需要実績のある事業者数は４８６者(特別高

圧：１４０者、高圧：４１６者、低圧：４００者)※８であった。 

(36) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く６８．７億 kWh(９．８％)で、次いで愛知県

が５０．７億 kWh(７．３％)、大阪府が４６．７億 kWh(６．７％)であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １５６６者 

 

注）２０２４年１１月１５日公表時点の内容 

 



 

※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年５月 2024 年６月 2024 年７月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

328.1 億 

kWh 
84.9% 

348.0 億 

kWh 
84.4% 

393.8 億 

kWh 
83.2% 

新電力 
57.6 億 

kWh 
14.9% 

64.0 億 

kWh 
15.5% 

78.9 億 

kWh 
16.7% 

合 計 
386.3 億 

kWh 
 

412.6 億 

kWh 
 

473.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

150.0 億 

kWh 
76.7% 

139.5 億 

kWh 
75.4% 

164.7 億 

kWh 
73.5% 

新電力 
45.5 億 

kWh 
23.3% 

45.5 億 

kWh 
24.6% 

59.2 億 

kWh 
26.5% 

合 計 
195.5 億 

kWh 
 

185.0 億 

kWh 
 

223.9 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２０２４年１１月下旬に２０２４年８月分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 



 

 

結果概要 【２０２４年６月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２４年１０月１７日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(13) 電気事業者の発電電力量は６００．５億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が７９．９

億 kWh(１３．３％)、火力が４１５．８億 kWh(６９．２％)(燃料種別：石炭１６６．

９億 kWh(２７．８％)、ＬＮＧ １９７．８億 kWh(３２．９％)、石油 ５．７億

kWh(１．０％)ほか)、新エネルギー等※が５６．５億 kWh(９．４％)、原子力が７２．６

億 kWh(１２．１％)などとなった。 

(14) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く５９．０億 kWh(９．８％)で、次いで愛知県

が４８．４億 kWh(８．１％)、福井県が４６．３億 kWh(７．７％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(37) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、６２

７．６億 kWh で、対前年同月比１．０％減となった。 

(38) このうち、電気事業者の需要実績※３は６００．０億 kWh(内訳：特別高圧１８７．９億

kWh、高圧２２４．６億 kWh、低圧１８５．０億 kWh(電灯１６２．１億 kWh、電力２

２．９億 kWh)ほか）で、対前年同月比０．０１％増となった。 

(39) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は６５．６億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は１２１．２億 kWh となり、その他需要の占める割合は６４．９％であっ

た。 

(40) 新電力※７の需要実績は１０９．５億 kWh(内訳：特別高圧１７．５億 kWh、高圧４６．

５億 kWh、低圧４５．５億 kWh(電灯４１．９億 kWh、電力３．６億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は１８．３％となった(特別高圧に占める割合：９．３％、高圧に占める割

合：２０．７％、低圧に占める割合：２４．６％)。 

(41) 報告のあった小売電気事業者６６６者のうち、需要実績のある事業者数は４８０者(特別高

圧：１３５者、高圧：４１０者、低圧：３９６者)※８であった。 

(42) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５５．７億 kWh(９．３％)で、次いで愛知県

が４２．６億 kWh(７．１％)、大阪府が３８．７億 kWh(６．５％)であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １５４６者 

 

注）２０２４年１０月１７日公表時点の内容 

 



 

※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年４月 2024 年５月 2024 年６月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

333.2 億 

kWh 
85.6% 

328.1 億 

kWh 
84.9% 

348.0 億 

kWh 
84.4% 

新電力 
55.5 億 

kWh 
14.3% 

57.6 億 

kWh 
14.9% 

64.0 億 

kWh 
15.5% 

合 計 
389.3 億 

kWh 
 

386.3 億 

kWh 
 

412.6 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

183.7 億 

kWh 
77.7% 

150.0 億 

kWh 
76.7% 

139.5 億 

kWh 
75.4% 

新電力 
54.8 億 

kWh 
23.0% 

45.5 億 

kWh 
23.3% 

45.5 億 

kWh 
24.6% 

合 計 
238.5 億 

kWh 
 

195.5 億 

kWh 
 

185.0 億 

kWh 
 

 

※次回の更新は、２０２４年１０月下旬に２０２４年７月分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 



 

 

結果概要 【２０２４年５月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２４年９月２日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電力量は５７２．５億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が８７．７

億 kWh(１３．３％)、火力が３７２．５億 kWh(６５．１％)(燃料種別：石炭１４３．８

億 kWh(２５．１％)、ＬＮＧ １８０．１億 kWh(３１．５％)、石油 ３．７億

kWh(０．６％)ほか)、新エネルギー等※が５８．９億 kWh(１０．３％)、原子力が７７．７

億 kWh(１３．６％)などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く５５．９億 kWh(９．８％)で、次いで福井県

が５３．７億 kWh(９．４％)、神奈川県が４３．９億 kWh(７．７％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(1) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、６１

３．３億 kWh で、対前年同月比０．１％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の需要実績※３は５８４．３億 kWh(内訳：特別高圧１８０．０億

kWh、高圧２０６．３億 kWh、低圧１９５．５億 kWh(電灯１７３．６億 kWh、電力２

１．９億 kWh)ほか）で、対前年同月比０．９％増となった。 

(3) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は６８．５億 kWh、その他需要

(自由料金)※５※６は１２８．７億 kWh となり、その他需要の占める割合は６５．３％であった。 

(4) 新電力※７の需要実績は１０３．２億 kWh(内訳：特別高圧１６．４億 kWh、高圧４１．

４億 kWh、低圧４５．５億 kWh(電灯４２．４億 kWh、電力３．１億 kWh))で、需要実

績全体に占める割合は１７．７％となった(特別高圧に占める割合：９．１％、高圧に占める割

合：２０．１％、低圧に占める割合：２３．３％)。 

(5) 報告のあった小売電気事業者６７３者のうち、需要実績のある事業者数は４８２者(特別高

圧：１３３者、高圧：４０８者、低圧：３９８者)※８であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５２．１億 kWh(８．９％)で、次いで愛知県

が４０．７億 kWh(７．０％)、大阪府が３９．０億 kWh(６．７％)であった。 

 

 

＊報告のあった事業者数 １５６０者 

 

注）２０２４年９月２日公表時点の内容 

 



※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年３月 2024 年４月 2024 年５月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

361.8 億 

kWh 
87.4% 

333.2 億 

kWh 
85.6% 

328.1 億 

kWh 
84.9% 

新電力 
51.7 億 

kWh 
12.5% 

55.5 億 

kWh 
14.3% 

57.7 億 

kWh 
14.9% 

合 計 
413.5 億 

kWh 
 

389.3 億 

kWh 
 

386.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

219.8 億 

kWh 
79.8% 

183.7 億 

kWh 
77.7% 

150.0 億 

kWh 
76.7% 

新電力 
55.5 億 

kWh 
20.1% 

54.8 億 

kWh 
23.0% 

45.5 億 

kWh 
23.3% 

合 計 
275.6 億 

kWh 
 

238.5 億 

kWh 
 

195.5 億 

kWh 
 

 

 

 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

  



 

 

結果概要 【２０２４年４月分】 

 

●この結果概要は、同時に公表している電力調査統計（統計表一覧）についてまとめたものです。 

●２０２４年１０月４日時点における電気事業者からの報告（発受電月報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と一致しない場合があります。 

 

１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電力量は５７６．９億 kWh で、その内訳は水力(揚水式含む)が９６．８

億 kWh(１６．８％)、火力が３８１．６億 kWh(６６．１％)(燃料種別：石炭１５１．９

億 kWh(２６．３％)、ＬＮＧ １８４．３億 kWh(３１．９％)、石油 ４．０億

kWh(０．７％)ほか)、新エネルギー等※が５５．４億 kWh(９．６％)、原子力が６７．２億

kWh(１１．６％)などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電力量は、千葉県が最も多く５３．６億 kWh(９．３％)で、次いで福井県

が４５．１億 kWh(７．８％)、神奈川県が４４．８億 kWh(７．８％)であった。 

 

※バイオマス発電と廃棄物発電による電力量は、火力発電に計上されているが、上記の「新エネルギー等」

には、風力発電、太陽光発電、地熱発電、蓄電池に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計

上している。 

 

２ 需要関係 

(1) 需要電力量合計(電気事業者の需要実績※1＋電気事業者の特定供給・自家消費※２)は、６５

９．６億 kWh で、対前年同月比３．９％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の需要実績※３は６３０．４億 kWh(内訳：特別高圧１７１．４億

kWh、高圧２１７．９億 kWh、低圧２３８．５億 kWh(電灯２１４．０億 kWh、電力２

４．６億 kWh)ほか）で、対前年同月比４．０％増となった。 

(3) 低圧における需要実績のうち、特定需要(経過措置料金) ※４は８０．１億 kWh、その他需要(自

由料金)※５※６は１６０．０億 kWh となり、その他需要の占める割合は６６．６％であった。 

(4) 新電力※７の需要実績は１１０．４億 kWh(内訳：特別高圧１５．４億 kWh、高圧４０．

１億 kWh、低圧５４．８億 kWh(電灯５１．１億 kWh、電力３．７億 kWh))で、需要実績

全体に占める割合は１７．５％となった(特別高圧に占める割合：９．０％、高圧に占める割

合：１８．４％、低圧に占める割合：２３．０％)。 

(5) 報告のあった小売電気事業者６８６者のうち、需要実績のある事業者数は４９３者(特別高

圧：１２９者、高圧：４１３者、低圧：４０９者)※８であった。 

(6) 都道府県別の需要電力量は、東京都が最も多く５７．８億 kWh(９．２％)で、次いで愛知県が

４３．４億 kWh(６．９％)、大阪府が３９．９億 kWh(６．３％)であった。 

 

 

＊報告のあった事業者数 １５７５者 

 

注）２０２４年１０月４日公表時点の内容 

 



※１ 令和 5 年度以前の結果概要においては、「販売電力量」として記載していたところ、電力調査統

計では、電気事業者の需要電力量を集計しているため、表現を適正化する観点から、令和６年

度以降、「需要実績」に記載を変更した。 

※２ 自家用発電所の自家消費分は含まれていない。 

※３ 電気事業者からの報告（発受電月報）においては、N－１月検針日から N 月検針日前日まで

の実績を N 月分として計上することを認めており、大宗の企業は検針日までの実績を報告している

ため、実際の N 月需要に対する実績とは一致しない。 

※４ 沖縄電力株式会社から経過措置料金で供給を受ける高圧の需要実績を含む。 

※５ 自由料金への移行は、他の小売電気事業者への切替えのほか、同一みなし小売電気事業者内

の自由料金への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※６ 令和５年度以前の結果概要においては、沖縄エリアにおける高圧の自由料金の需要実績が含ま

れていなかったところ、比較対象を適正化する観点から、令和６年度以降は沖縄エリアにおける高

圧の自由料金の需要実績を含めることとした。 

※７ 新電力とは、みなし小売電気事業者（旧一般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の小

売電気事業者を指す。 

※８ 令和 5 年度以前の結果概要においては、新電力のうち需要実績のある事業者数を記載していた

ところ、小売電気事業者全体の実績を把握する観点から、令和６年度以降、小売電気事業者の

うち需要実績のある事業者数を記載することとした。 

 

  表  需要実績の推移 

 2024 年２月 2024 年３月 2024 年４月 

需要実績 割合 需要実績 割合 需要実績 割合 

特別高圧 

・高圧 

みなし 

小売等 

360.4 億 

kWh 
87.9% 

361.8 億 

kWh 
87.4% 

333.2 億 

kWh 
85.6% 

新電力 
49.2 億 

kWh 
12.0% 

51.7 億 

kWh 
12.5% 

55.5 億 

kWh 
14.3% 

合 計 
410.0 億 

kWh 
 

413.5 億 

kWh 
 

389.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 

小売等 

236.2 億 

kWh 
77.2% 

219.8 億 

kWh 
79.8% 

183.7 億 

kWh 
77.7% 

新電力 
69.6 億 

kWh 
22.7% 

55.5 億 

kWh 
20.1% 

54.8 億 

kWh 
23.0% 

合 計 
306.0 億 

kWh 
 

275.6 億 

kWh 
 

238.5 億 

kWh 
 

 

 

 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室 調査班 

電話：03-3501-1511（内線 4741～6）、03-3501-1748（直通） 

 


